
議案第４７号 令和８年度交野市下水道事業会計補正予算（第１号）について

１．事業名称

２．事業概要

参考資料 上下水道部下水道課

３ ．債務負担関係（予算書３ページ）

上下水道施設包括的管理業務委託にかかる債務負担

複数業務をまとめて長期間で委託し、下水道施設の維持管理・更新の一体的なマネジメント
実施により下水道事業の効率化と執行体制の強化を図り、下水道事業の持続性を向上させると
伴に、水道管路の緊急対応を含め上下水道一体のウォーターPPP（管理・更新一体マネジメン
ト方式（レベル3.5））を令和９年度からの10年間で実施するもの。
会計の性質上、維持管理に係る予算を収益的収支、管渠の改築に伴う計画策定、点検調査等

に要する費用を資本的収支に区分して計上。

限度額期間事項

１，４５９，５００千円令和９年度から令和１８年度まで上下水道施設包括的管理業務委託

５５７，０００千円令和９年度から令和１８年度まで下水道事業分（収益的収支）

２９７，０００千円令和９年度から令和１８年度まで下水道事業分（資本的収支）

６０５，５００千円令和９年度から令和１８年度まで水道事業分（収益的収支）

下水道管の詰まり等による緊急対応
マンホールポンプの維持管理等

施設の改築計画による下水道管の点検
調査、改築計画案の更新等

水道管の漏水による緊急対応（修繕含
む）及び休日夜間の対応業務等



議案第４７号 令和８年度交野市下水道事業会計補正予算（第１号）について

４．ウオーターPPP導入の経緯

５．発注支援
令和９年度からの業務開始のために、令和８年度中に事業者選定の公募を実施する。
公募資料作成から事業者決定までの支援に、国費（上下水道一体による全額補助）を活用

し発注支援の業務を委託する。
工期 令和８年４月から令和９年３月

参考資料 上下水道部下水道課

６．補正予算及び事業者選定
令和８年９月に事業者選定委員会を開催し、令和８年１０月にはプロポーザルにて公募

を開始する。そのため、６月議会において１０年間の債務負担行為の上限額を決める必
要があり、補正予算を上程する。 令和８年１２月には公募を終了し、令和９年２月頃
には事業者を決定する。

上下水道施設の老朽化、技術職員不足等により、持続的な事業運営を行っていくため、国は
「ウォーターPPP」（官民連携方式）の活用を位置づけられ、下水道管理者に積極的に取り組
むよう要請された。 また、ウオーターPPPを導入しなければ、汚水管改築の国交付金を受け
る事が出来ないため、本市においては、従来の包括的民間委託（レベル3）とコンセッション
方式（レベル4）の中間に位置付けられる“管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）”
を上下水道一体で採用し、令和７年度の導入可能性調査により、事業者にアンケート調査を実
施した。 また、導入可能性調査により事業のスキーム案を作成し、令和８年度に事業者選定
の公募を実施することとなる。



議案第４７号 令和８年度交野市下水道事業会計補正予算（第１号）について

７．ウオーターPPP導入により期待される効果

８．業務形態

〇各委託が一体化し、発注・契約・管理等が一元化
→市・民間双方にとって、事務負担の軽減

〇契約期間が長期
→スケールメリットが大きく、民間も利益を上げ
やすい

〇各業務間での連携がスムーズ
→事業の効率化、市の労力減

参考資料 上下水道部下水道課

９．スキーム案

維持管理・修繕・改築計画など包括委託することで、体制補完と業務効率化を図れる。限ら
れた人員をより高度な企画・計画業務などに集中させ、持続的な運営体制の構築を目指す。
また、ウオーターPPP導入により、汚水管改築の国交付金を受ける事が出来る。
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